
施策評価
施策評価施策評価
施策評価シート

シートシート
シート

（
（（
（平成
平成平成
平成29

2929
29年度評価実施
年度評価実施年度評価実施
年度評価実施）

））
）

担当
担当担当
担当

部課名
部課名部課名
部課名

市民福祉部

子育て支援課

関連
関連関連
関連

部課名
部課名部課名
部課名

庶務課

福祉課

◆
◆◆
◆第四次蒲郡市総合計画
第四次蒲郡市総合計画第四次蒲郡市総合計画
第四次蒲郡市総合計画（

（（
（２０１１
２０１１２０１１
２０１１～

～～
～２０２０
２０２０２０２０
２０２０）

））
）

施策名
施策名施策名
施策名 子育て支援

施策
施策施策
施策の

のの
の説明
説明説明
説明

子育ての悩みを解消して安心して子育てできる環境を整えるために、子育

て家庭の支援、保育施設の整備や特別保育など保育サービスの充実、地

域ぐるみによる子ども達の健全育成、ひとり親家庭の自立支援などの取組を

推進します。

基本目標
基本目標基本目標
基本目標 笑顔で安心して暮らせるまちづくり【健康・福祉】

◆
◆◆
◆施策
施策施策
施策の

のの
の全体像
全体像全体像
全体像

　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　施策

施策施策
施策の

のの
の体系項目
体系項目体系項目
体系項目 将来像

将来像将来像
将来像

２ 保育施設・保育サービスの充実

３ 児童の健全育成の推進

１ 地域における子育て支援サービス

の充実

家族が協力しながら、親も子も子育て・

子育ちを楽しんでいます。

子ども達がこころ豊かに育つよう、地域

社会全体で子育てを支えています。

４ ひとり親家庭支援の充実



事業名
事業名事業名
事業名 　　　

　　　　　　
　　　乳幼児保育事業

乳幼児保育事業乳幼児保育事業
乳幼児保育事業

事業名
事業名事業名
事業名 　　　

　　　　　　
　　　放課後児童健全育成事業

放課後児童健全育成事業放課後児童健全育成事業
放課後児童健全育成事業

◆
◆◆
◆主要事業
主要事業主要事業
主要事業に

にに
に係
係係
係る
るる
る具体化
具体化具体化
具体化した

したした
した取組
取組取組
取組み

みみ
み実績
実績実績
実績（

（（
（括弧内
括弧内括弧内
括弧内は

はは
は単位
単位単位
単位）

））
）

1
11
1

保育園入所児童数(人)
保育園入所児童数(人)保育園入所児童数(人)
保育園入所児童数(人)

低年齢児
低年齢児低年齢児
低年齢児（

（（
（０
００
０～
～～
～２
２２
２歳児
歳児歳児
歳児）

））
）入所児
入所児入所児
入所児

童数(人)
童数(人)童数(人)
童数(人)

一時預
一時預一時預
一時預かり

かりかり
かり事業利用児童数
事業利用児童数事業利用児童数
事業利用児童数

(人)
(人)(人)
(人)

担当者評価
担当者評価担当者評価
担当者評価

・保護者ニーズに応じ、低年齢児保育、延長保育、一時預かり事業等における児童の受入れ体

制を拡充し、待機児童を生じさせることなく保育サービスの充実が図られている。

・低年齢児保育では、平成26年度の０歳児９園実施から平成27年度に12園実施と３園拡充し、低

年齢児（０～２歳児）の受入れを進めた。（18園中12園実施）また、一時的に保育が必要となった

子どもを預かり、保育する一時預かり事業実施園では平成27年度の３園から平成28年度に７園ま

で拡充し、多様化する保育ニーズに対応することができている。

2
22
2

児童
児童児童
児童クラブ

クラブクラブ
クラブ利用児童数(人)

利用児童数(人)利用児童数(人)
利用児童数(人) 児童

児童児童
児童クラブ

クラブクラブ
クラブ数(

数(数(
数(か
かか
か所)
所)所)
所) 児童館利用者数(人)

児童館利用者数(人)児童館利用者数(人)
児童館利用者数(人)

担当者評価
担当者評価担当者評価
担当者評価

・児童クラブの利用対象が平成27年度より今までの小学校低学年児童までの利用から高学年児

童まで利用することができるよう改正され、利用児童数は大幅に増加した。利用ニーズの高まりに

対応するため、平成28年度は児童クラブ１か所を増設するとともに職員の増員を行い、584名の利

用児童の受入れ体制を確保することができた。

・受入れ体制の拡充により利用申込者の増加に概ね対応できているが、対象拡充された高学年

児童の受入れが進まない状況となりその対応が求められる。（利用できなかった児童　H27：28人・

H28：24人）

・児童クラブは、児童館７館、小学校６校、保育園１園の計１４か所で実施し、半数を占める児童館

の利用者数は年々増加傾向で、平成28年度では延べ利用者数179,055人である。児童クラブ及

び児童館の適正な運営により、子どもの安全な居場所、遊び場所を提供することができており、地

域における子どもたちの健全育成を図り、子育て家庭が安心して子育てできる環境づくりに寄与

している。
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事業名
事業名事業名
事業名 　　　

　　　　　　
　　　蒲郡市遺児手当給付事業

蒲郡市遺児手当給付事業蒲郡市遺児手当給付事業
蒲郡市遺児手当給付事業

蒲郡市遺児手当支給者数(人)
蒲郡市遺児手当支給者数(人)蒲郡市遺児手当支給者数(人)
蒲郡市遺児手当支給者数(人) 児童扶養手当支給者数(人)

児童扶養手当支給者数(人)児童扶養手当支給者数(人)
児童扶養手当支給者数(人)

母子
母子母子
母子・

・・
・父子自立支援員相談
父子自立支援員相談父子自立支援員相談
父子自立支援員相談

件数(件)
件数(件)件数(件)
件数(件)

担当者評価
担当者評価担当者評価
担当者評価

・ひとり親家庭の自立支援については、児童扶養手当及び市遺児手当等各種手当を支給（市遺

児手当　H26：755人・H27：722人・H28：707人　児童扶養手当　H26：605人・H27：581人・H28：

567人）し、経済的支援となっている。

・国制度として一般的にひとり親に支給される児童扶養手当に所得制限が設けられているのに対

し、義務教育児童のいる家庭への市遺児手当の支給に対しては所得制限なく支給され、児童扶

養手当を受給できない者に対して支援を拡充できている。（H26：150人・H27：141人・H28：140

人）

・手当の申請・現況届等手続がひとり親と面談する機会となり、さらに、ひとり親家庭の身上相談に

応じその自立に必要な情報提供及び指導をする母子・父子自立支援員と連携し、ひとり親家庭

が必要とする生活支援や就業支援に繋ぐことができている。

・以上のように直接的な経済支援を行うとともに支援が必要なひとり親家庭を把握し、必要とする

支援に繋ぐことでひとり親家庭の自立支援の取組みを推進することができている。

3
33
3
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・平成27年度では、14事業中11事業において子育て支援に対する市民

ニーズの受入体制が確保され、平成28年度では、13事業で確保された。

・よって、安心して子育てできる環境整備が着実に推進されていると判定す

る。

◆
◆◆
◆施策
施策施策
施策の

のの
の現状分析
現状分析現状分析
現状分析（

（（
（指標
指標指標
指標の

のの
の推移
推移推移
推移から

からから
から見
見見
見た
たた
た現状分析
現状分析現状分析
現状分析）

））
）

1
11
1

指標
指標指標
指標の

のの
の推移
推移推移
推移 指標

指標指標
指標の

のの
の説明
説明説明
説明（

（（
（設定理由
設定理由設定理由
設定理由）

））
）

・「計画に定めた確保方策（市民ニーズの受入

体制）が確保された事業数÷計画事業数（14

事業）」を指標とする。

・蒲郡市子ども・子育て支援事業計画（H27～

H31の５か年計画）は、本市における総合的な

子育て支援の推進を図るための計画であり、そ

の達成状況は、各種子育て支援事業に対する

市民ニーズの充足度を判定するものとなり、安

心して子育てできる環境の整備状況を図る指

標とできる。

・計画には、教育・保育の提供及び地域子ど

も・子育て支援事業（延長保育事業・児童クラ

ブ・ファミリー・サポート・センター事業等）が規

定されている。

・蒲郡市子ども・子育て会議委員（第三者）によ

り点検・評価されるものである。

指標
指標指標
指標の

のの
の分析
分析分析
分析

・平成26年度会員（依頼会員190人、提供会員70人）、平成27年度会員（依

頼会員244人、提供会員88人）、平成28年度会員（依頼会員287人、提供会

員95人）はそれぞれ増加し、ファミリー・サポート・センター事業の理念「地域

全体で子育てを支える」体制が推進されている。

・ただし、子育て支援ニーズの増加に対し、対応できる人材の増加は多くな

く、支援者（まかせて会員）の確保が必要となっている。

指標
指標指標
指標の

のの
の分析
分析分析
分析

◆
◆◆
◆市民等
市民等市民等
市民等からの

からのからの
からの参考意見等

参考意見等参考意見等
参考意見等

市民
市民市民
市民サービス

サービスサービス
サービス向上

向上向上
向上に

にに
に向
向向
向けた
けたけた
けた意見等
意見等意見等
意見等

・
・・
・地域全体
地域全体地域全体
地域全体で

でで
で子育
子育子育
子育てしていく

てしていくてしていく
てしていく環境

環境環境
環境づくりを

づくりをづくりを
づくりを事業者

事業者事業者
事業者も

もも
も巻
巻巻
巻き
きき
き込
込込
込んで
んでんで
んで検討
検討検討
検討していく

していくしていく
していく必要

必要必要
必要があります

がありますがあります
があります。

。。
。また
またまた
また、
、、
、

支援者
支援者支援者
支援者の

のの
の質
質質
質の
のの
の向上
向上向上
向上を

をを
を図
図図
図り
りり
り、
、、
、事業
事業事業
事業の

のの
の充実
充実充実
充実に

にに
に努
努努
努めるべきです
めるべきですめるべきです
めるべきです。（

。（。（
。（蒲郡市子
蒲郡市子蒲郡市子
蒲郡市子ども・

ども・ども・
ども・子育

子育子育
子育て

てて
て会議平成27年
会議平成27年会議平成27年
会議平成27年

度評価
度評価度評価
度評価より

よりより
より）
））
）

2
22
2

指標
指標指標
指標の

のの
の推移
推移推移
推移 指標

指標指標
指標の

のの
の説明
説明説明
説明（

（（
（設定理由
設定理由設定理由
設定理由）

））
）

・まかせて会員一人あたりが支援しなければな

らないおねがい会員数で「おねがい会員÷ま

かせて会員」を指標とする。（どっちも会員は、

おねがい会員数とまかせて会員数両方に計上

する。）

・ファミリー・サポート・センターは、子育ての手

伝いをしてほしい（おねがい）会員と子育ての

手伝いをしたい（まかせて）会員によりお互いに

助け合いながら地域社会で子育てを支えてい

くものであり、施策の将来像にもある「子ども達

がこころ豊かに育つよう、地域社会全体で子育

てを支えています。」について達成状況を判定

する指標のひとつとすることができる。
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1

2

3

4

◆
◆◆
◆今後
今後今後
今後の

のの
の方針
方針方針
方針

№
№№
№

課題
課題課題
課題

今後
今後今後
今後の

のの
の取組
取組取組
取組み

みみ
み

件名
件名件名
件名 内容

内容内容
内容

保育園の整備について

　公立保育園は、建設時期が保

育需要の急増した昭和４０年代

から５０年代に集中（４０年代７

園、５０年代８園、南部：H24）して

おり、また、木造園舎が多い（公

立１６園中１１園）ということもあり、

その老朽化への対応が大きな課

題となっています。

　公立保育園は、蒲郡市公共施設マ

ネジメント実施計画において、「地区利

用型施設」として、地区住民と協働し

て地区個別計画を策定することとされ

ておりますので、その方針を踏まえた

上での検討となります。

　保育園事業者としては、個々保育園

の現状及び課題を整理し、保育園再

配置・整備のあり方について検討を進

め、長期的に蒲郡市公共施設マネジ

メント実施計画と整合しながら市民・地

域ニーズに合った整備を推進します。

低年齢児保育の拡充

について

　蒲郡市子ども・子育て支援事業

計画では、質の高い保育及び教

育の総合的な提供が計画され、

特に低年齢児保育ニーズの高ま

りに対応する必要があります。

　現在、３・４・５歳児保育も含め

待機児童は生じていませんが、

低年齢児保育の拡充により、在

園児童保護者の育休に伴う退園

の解消や兄弟別保育園への通

園の解消等、保護者の多様な保

育ニーズに対応する必要があり

ます。

　現在、低年齢児保育未実施の６園

（東部、塩津、大塚、大塚西、形原北、

塩津北）について２歳児保育のクラス

開設を検討しています。クラスの開設

には、既存施設の改修及びクラス担任

等保育士の配置が必要とされていま

す。

　今後、必要とされる保育士を確保す

るにあたり、潜在保育士掘り起こしの

取り組みを実施し、順次、低年齢児保

育園の整備・拡充を推進します。

ファミリー・サポート・セ

ンター事業「まかせて

会員」の拡充について

　「おねがい会員」が増えている

のに対し、「まかせて会員」の数

がなかなか増えていかないという

現状があります。また、地区に

よって偏りがあります。

　ファミリー・サポート・センターで

は、会員間のコーディネートを適

正に行い、支援が行き渡らない

現状ではありませんが、子育て支

援ニーズの高まりに対応するた

め、「まかせて会員」の人材確保

が課題となっています。

　現在、事業ちらしやファミサポ通信の

配布、広報掲載、ポスター掲示等で市

民の皆さんに周知・ＰＲをしています。

今後は、地区回覧や市内事業所、大

型店舗、高等学校への訪問・依頼等

により「まかせて会員」の人材確保を推

進します。

児童クラブ待機児童の

解消について

　児童クラブでは、小学校全学年

が対象となり、利用ニーズが高ま

る中、平成27年度に28人、平成

28年度では24人の待機児童が

生じています。また、夏休み等の

長期休暇中の利用ニーズが高ま

り、児童クラブ開設場所の整備・

拡充及び児童クラブ支援員の人

材確保が課題となっています。

　児童クラブは、平成28年度に塩津保

育園に新たなクラスが開設され、児童

館７か所、小学校６か所、保育園１か

所の計１４か所で運営されています。

待機児童の更なる増加が見込まれ、

その解消のために小学校の活用につ

いて学校と調整を行い、教室の開設

及び拡充を検討します。また、夏休み

時には、臨時の児童クラブを１か所開

設するなど順次、待機児童の解消対

策を推進します。



構成事業
構成事業構成事業
構成事業の

のの
の進捗状況
進捗状況進捗状況
進捗状況 Ｂ：おおむね計画どおり進行している。

施策
施策施策
施策の

のの
の進
進進
進め
めめ
め方
方方
方 Ａ：現在の取り組みを継続する。

課長評価
課長評価課長評価
課長評価

　子育て支援施策は、市の重要施策であり、平成２７年度からの５か年計画

である「蒲郡市子ども・子育て支援事業計画」に基づき、その推進に力を注

いでいる。

　計画に定められた各種事業は、子育て関係機関の代表者で組織する「蒲

郡市子ども・子育て会議」において、毎年度、進捗状況を点検・評価してい

ただくこととしており、平成28年度には平成27年度の実績について評価をし

ていただいた。

　質の高い保育・幼児教育やニーズに応じた子育て支援事業の実現を目指

し、委員からは新たな課題の抽出や効果的な事業展開の方法などの提案

をいただき、事業の実施、見直し・改善のサイクルがうまく回りだしたと考えて

いる。

　子育て支援に係る様々な取り組みにおいて、実施がすぐには困難なもの

であっても、その一部でも出来ることがあればそれを実現していく。そうした

迅速かつ積極的な取り組みを進めていく必要がある。

施策
施策施策
施策の

のの
の進捗状況
進捗状況進捗状況
進捗状況 Ｂ：目指す将来像実現に向けておおむね計画どおり進行している。

部長評価
部長評価部長評価
部長評価

子どもに対する施策は今後も充実を要求される状況にあり、保育園の低年

齢児保育の拡充については相当頑張っている。今後は公共マネージメント

実施計画による保育園の整備と児童発達支援センターの設置について、検

討する必要がある。

◆
◆◆
◆施策評価
施策評価施策評価
施策評価



事務事業一覧

1-3 福祉課 149 障害児福祉サービス給付事業 115,184 3,543 0.74 Ａ ア オ Ｂ － ○

1-3 子育て支援課 154 遺児手当受給者児童入学祝金支給事業 955 1,350 0.24 Ａ カ オ Ｂ － ×

1-3 子育て支援課 155 母子及び父子家庭自立支援給付金事業 1,717 3,674 1.12 Ｂ カ オ Ｂ － ×

1-3 子育て支援課 156 児童手当支給事業 1,264,765 3,926 1.22 Ａ ア オ Ｂ － ○

1-3 子育て支援課 157 市遺児手当支給事業 22,848 1,635 0.27 Ａ カ オ Ｂ － ○

1-3 子育て支援課 158 児童扶養手当支給事業 221,488 2,848 0.52 Ａ ア オ Ｂ － ○

1-3 子育て支援課 159 家庭児童相談事業 6,388 9,190 2.43 Ｂ ア オ Ｂ 3 ×

1-3 子育て支援課 160 私学（幼稚園）振興事業 76,390 2,861 0.57 Ｂ オ オ Ｂ － ○

1-3 子育て支援課 161 児童遊園地等施設管理事業 16,319 3,080 0.52 Ｂ ウ オ Ｂ 3 ×

1-3 子育て支援課 162 児童館管理運営事業 60,557 33,407 8.42 Ｂ カ オ Ｂ 3 ×

1-3 子育て支援課 163 認可外保育施設第３子入園児補助事業 447 980 0.12 Ｃ オ オ Ａ 3 ×

1-3 子育て支援課 164 公立保育園運営管理事業 154,761 796,461 171.60 Ｂ ア オ Ｂ 3 ×

1-3 子育て支援課 165 保育園施設整備事業 24,793 2,531 0.40 Ｂ エ オ Ｂ 3 ×

1-3 子育て支援課 166 保育園施設管理事業 24,736 3,038 0.60 Ｂ ウ オ Ｂ 3 ×

1-3 子育て支援課 167 地域子育て支援センター運営事業 11,728 7,741 2.30 Ｂ カ オ Ｃ 3 ○

1-3 子育て支援課 168 給食・衛生管理事業 16,483 29,008 11.15 Ｂ イ オ Ｂ 3 ×

1-3 子育て支援課 169 保育等指導事業 297 4,694 0.55 Ｂ イ オ Ｂ 3 ×

1-3 子育て支援課 170 保育園一般管理事業 355,303 11,997 2.10 Ｂ イ オ Ｂ 3 ×

1-3 子育て支援課 171 私立保育園管理運営事業 232,360 2,351 0.30 Ｂ ア オ Ｂ 3 ×

1-3 子育て支援課 172 ファミリー・サポート・センター運営事業 4,735 4,812 1.30 Ｂ カ オ Ｂ 3 ×

1-3 子育て支援課 173 認定こども園施設型給付事業 18,759 1,222 0.17 Ａ ア エ Ｂ 3 ×

1-3 子育て支援課 174 利用者支援事業 0 10,005 3.10 Ａ カ エ Ｂ 3 ×

1-3 庶務課 480 放課後児童健全育成事業 62,109 349,341 65.15 Ｃ カ オ Ｃ 2 ○

人件費（参

考）（千円）
総合
計画

所管課 番号 事　　業　　名
人件費を除く

事業費(千円)

実施
計画

人工 評価
（担当者）

事業の
種別

新規
事業

達成
状況

市長ﾏﾆ
ﾌｪｽﾄ


